
​札幌市における関係人口施策の在り方に関する調査・分析等業務　仕様書​

​１　業務名​

​　　札幌市における関係人口施策の在り方に関する調査・分析等業務​

​２　業務履行期間​

​　　契約締結の日から令和９年３月31日（水）まで​

​３　業務の目的と概要​

​　　国は、人口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、活​

​　力ある社会を維持していくことを目指し、平成26年（2014年）に基本理念や国などの責務​

​　等を定めた「まち・ひと・しごと創生法」を制定した。​

​　　令和７年（2025年）６月には、10年間の地方創生の成果を継承・発展させつつ、今後10​

​　年間の方向性を示す「地方創生2.0基本構想」を、同年12月には、地方創生施策の推進戦​

​　略を取りまとめた「地方創生に関する総合戦略～これまでの地方創生の取組のフォロアッ​

​　プと推進戦略～（以下、「総合戦略」という。）」を策定し、更なる地方創生を推進して​

​　いるところである。​

​　　総合戦略において国は、人口減少を正面から受け止め、そのような状況でも社会・経済​

​　が機能する「適応」という考えのもと、関係人口の量的拡大・質的向上を施策の一つとし​

​　て掲げ、ふるさと住民登録制度の創設などによる環境整備を進めていく考えである。​

​　　これまで本市では、関係人口創出に向けた取組として、さっぽろ連携中枢都市圏におけ​

​　る人材交流の促進など、主に北海道内に対する関係人口創出に向けた取組を行ってきたと​

​　ころであるが、首都圏など北海道外に対する施策は、移住に係るイベントの実施などに留​

​　まっている状況である。​

​　　このような中、札幌市は、2021年をピークに人口減少が進行し、合計特殊出生率が政令​

​　指定都市の中でも低位に位置することに加えて、20代の道外転出超過など、厳しい状況が​

​　続いている。そのため、将来的に担い手が不足する中でも社会・経済活動を支える役割を​

​　果たす関係人口について、その創出・拡大に向けた施策を検討する必要がある。​

​　　以上のことから、本業務は、札幌市の関係人口創出に係るポテンシャルや関係人口とな​

​　るに際して求められているニーズ等を調査・研究し、札幌市が取り組むべき関係人口施策​

​　の在り方の検討に向けた基礎資料を作成するものである。​

​４　業務内容​

​(1) 札幌市の関係人口に関するアンケート調査の実施​

​　主に首都圏に居住する方を対象とした、関係人口に関するアンケート調査について、​

​以下のとおり実施すること。​

​ア　調査実施​

​　　契約締結後、速やかにアンケートの実施に向けて委託者と調整を行い、適正なスケ​

​　ジュールにて実施すること。なお、アンケートについては中間報告を行うこととし、​

​　報告の時期についてはアンケートの実施時期も踏まえ、委託者と協議のうえ決定する​

​　　　こと。​



​イ　調査方法​

​　Webアンケートを想定しているが、有効回答数の確保に向けた効果的な手法の提案​

​を妨げない。​

​ウ　目標回答数​

​　統計上根拠のある回答数を提案することとし、分析に必要なサンプル数を確保する​

​こと。回答者の属性については、性別・年代に偏りが無いよう回答数を確保するこ​

​と。​

​エ　設問内容​

​設問内容については、委託者と十分協議の上で作成すること。現時点で想定してい​

​る設問の方向性は以下のとおりであるが、より効果的な設問となるよう検討するこ​

​と。​

​①札幌市と何らかの関わりを持っているか。​

​（関りがない場合）​

​②どうしたら興味関心を持てるようになるか​

​（関りがある場合）​

​③該当する札幌市との関係の内容​

​④札幌市との関わりにおけるきっかけ​

​⑤今後も関わりたいと思うか​

​⑥札幌市への訪問等関わりの頻度​

​⑦現在の関わり以外での興味・関心のある関わり方​

​⑧関係の深化等に向けて行政に求めるもの​

​オ　その他​

​　本業務とは別に、本市にて関係人口に関するイベントを東京都内で複数回実施予定​

​である（９月以降を予定）。同イベントにて、今回実施するアンケートを回答しても​

​らうことも想定していることから、適宜委託者と調整を行うこと。​

​　なお、同イベントの運営は委託者にて実施することから、本業務にて費用等を計上​

​することは想定していない。​

​(2) 関係深化に関する取組の企画・実施・運営​

​　(1)のアンケート調査に加えて、関係人口の創出及び関係深化に関する取組を実施​

​すること。なお、取組の内容については、以下ア、イのそれぞれにて実施するととも​

​に、(1)のアンケート調査の回答を参考とした内容にて実施すること。​

​　また、受託者はア、イの取組実施に向けて、参加者等の事故発生時の損害賠償に備​

​えて損害賠償と責任保険加入等の措置を講ずること。​

​　　​​ア　特定の目的を持たない層​

​　札幌と関わりを持ちたい方が実際に本市を訪れ、本市の暮らしや文化、地域の人と​

​触れ合うことで本市との継続的な関わりを高めてもらうツアーを企画・広報・運営す​

​ること。​

​①実際に本市を訪れるツアーを１回以上実施すること(集客目標５～10名)。​

​②ツアーにおいて必要となる会場の手配等、運営に必要な調整や費用の支払いは受​

​　託者が行うこと。企画に当たり、本市施設や取組等を活用する提案を妨げない。​

​　なお、委託者による参加者の旅費等の負担は想定していない。​



​③単なる観光ツアーではなく、移住者や地域住民との交流機会を設ける等、参加者​

​　を関係人口に引き上げ、将来的な移住意識を高める内容とすること。​

​④さっぽろ連携中枢都市圏に参画する自治体と連動した内容（実際に訪れる等）に​

​　ついて盛り込むこと。なお、さっぽろ連携中枢都市圏のうち、１つの自治体との​

​　連携を想定している。​

​⑤ツアー実施後にはツアー参加者の感想を発信する等、更なる札幌市の関係人口創​

​　出に寄与するような工夫を行うこと。​

​⑥参加者に対するアンケート調査を実施すること。調査内容については、事前に委​

​　託者と協議し、集計結果を報告すること。​

​　　​​イ　特定の目的を持つ層​

​　上記アとは別に、二地域居住に興味のある方を対象としたイベントを企画・実施す​

​ること。内容については、イベント参加者が、引き続き本市の関係人口（二地域居住​

​の実施を含む）となるような内容とすること。​

​　参加者、イベント会場（札幌市内中心部のコワーキングスペースを想定）の確保及​

​び地域貢献活動の設定は委託者にて行うことから、受託者の役割は企画・実施である​

​ことに留意すること。​

​　地域貢献活動の設定について、提案者から効果的な手法案がある場合には、提案を​

​妨げるものではない。​

​【参加者の想定】​

​内容：首都圏在住の二地域居住に興味のある方に実際に札幌にきてもらい、二地​

​域居住を体験する。日常（仕事含む）を札幌で過ごしていただくことを基​

​本とするが、参加者を対象とした交流会及び地域貢献活動に参加していた​

​だく。​

​時期：10～11月​

​規模：10～15名程度​

​(3) アンケート調査等の分析の実施​

​　(1)、(2)の結果をもとに、下記①～③で示す観点による分析を実施し、札幌市が重​

​点的に取り組むべき関係人口施策の在り方についての方向性を示すこと。​

​　また、委託者より、本市の企業や地域が関係人口に求める対応等について調査した​

​データについても提供を予定していることから、分析の参考とすること。​

​　①ふるさと住民登録制度の活用想定​

​　　ア　札幌市が発信すべき情報の内容​

​　　イ　プレミアム登録の要件となる担い手活動の内容​

​　　ウ　プレミアム登録者に対する有効なサポート施策の内容​

​　②人口規模や産業構造などが類似する都市の取組状況とその成果​

​　③札幌市が主にターゲットとすべき人材（関係人口）の分野​



​５　成果品の納品等について​

​　　受託者は、以下の成果品一式を電子メールやDVD-R等に保存した電子データ（電子デー​

​　　タでの提供に適さないものについては委託者と協議）を令和９年３月31日（水）まで　​

​　　に納品すること。​

​　(1)　業務完了届 １部​

​　(2)　実施報告書（報告書については、PDF形式で提出するとともに、アンケートのデータ​

​　　　 については、Excelファイル等の編集可能なデータを提出することとし、提出の前に​

​　　　 委託者と協議を行うこと。）​

​６　権利関係​

​　(1) 受託者は契約の履行に当たって行われた打ち合わせ、資料提供、調査事項等について​

​　第三者に漏らさないこと。​

​　(2) 受託者は、本業務の遂行により生じた著作権（著作権法第27条及び28条に定められた​

​　権利を含む。）を、成果物の納入、検査合格後、ただちに委託者に無償で譲渡するも​

​　のとする。また、受託者は、委託業務の遂行に当たり、第三者の知的財産権（著作　​

​　権、意匠権、商標権等）、プライバシー又は肖像権・パブリシティ権その他の権利を​

​　侵害しないこと。​

​　(3) 成果物は、本市が二次使用できるものとし、受託者は成果物の二次使用に対して札幌​

​　市にいかなる制限も課さない。​

​　(4)本業務において使用する写真、イラスト及び文字等が受託者以外の者の著作物である​

​　場合には、その著作物の使用について、著作者に説明しその承諾を得るなど必要な手​

​　続きを取り、著作者と委託者との間に著作権法上の紛争が生じないようにすること。​

​　(5)その他、関係法規、規則等諸法令を遵守すること。​

​７　環境への配慮​

​　　札幌市の環境マネジメントシステムに準じ、環境負荷低減に努めること。​

​　(1) 電気、水道、油、ガス等の使用に当たっては、極力節約に努めること。​

​　(2) ごみ減量及びリサイクルに努めること。​

​　(3) 両面コピーの徹底やミスコピーを減らし、紙の使用量を減らすように努めること。​

​　(4) 自動車等を使用する場合は、できるだけ環境負荷の少ない車両を使用し、アイドリン​

​　グストップの実施など環境に配慮した運転を心がけること。​

​　(5) 業務に係る用品等は、札幌市グリーン購入ガイドラインに従い、極力ガイドライン指​

​　定品を使用すること。​

​８　再委託について​

​　  本事業の全部を再委託することは認められない。ただし、事業の一部について、再委託​

​　する合理的な理由・必要性が認められる場合は再委託を可能とする。この場合は、事前に​

​　札幌市の承認を得なければならない。​



​９　その他特記事項​

​　(1) 守秘義務​

​　　受託者は、本業務を通じて知りえた秘密を第三者に漏えいすること及び資料並びに　​

​　データの紛失、滅失、毀損、盗難等を防止するために必要な措置を講ずること。また、​

​　本業務の結果データ等の使用・保存・処分等にあたっては、秘密の保持に十分配慮する​

​　とともに、委託者の指示に従うこと。受託者は、委託者より廃棄の指示を受けた時は、​

​　速やかに個別調査票及び集計結果データの内容を破棄し、その処理経過は書面をもっ　​

​　て、委託者へ報告すること。​

​　(2) 個人情報の取扱い​

​　　受託者は、当該業務において取り扱う個人情報に関して、別記「個人情報の取扱いに​

​　関する特記事項」を守らなければならない。​

​　(3) 身分証明書の携行等​

​　　受託者の作業従事者は、本市の施設内及び本業務に関して立ち入りが必要となる本市​

​　以外の施設内では、常に身分証明書を携行すること。また、本市施設内においては、本​

​　市業務担当者が許可しない限り、作業上必要でない場所へ立ち入らないこと。​

​　(4) 本仕様書に定める内容以上の企画、機能、運用などが可能であれば、積極的に提案し​

​　ながら進めること。​

​　(5) 疑義の解消等​

​　　業務の実施にあたって必要な事項のうち、本書で明記の無い点または疑義が生じた場​

​　合、並びにこれに係る変更を行う場合には、必ず委託者と協議し承認を得ること。業務​

​　の実施にあたって必要な事項について、本書で明記の無い点または疑義や状況の変化が​

​　あった場合は、別途、受託者と委託者との協議により内容を変更することができるもの​

​　とする。​

​　(6) その他​

​　  　仕様書に定めのない事項については、必要に応じて双方協議して定めること。​

​10　連絡先​

​　　まちづくり政策局政策企画部未来創生担当課　担当：中田、笠井​

​　　電話：011-211-2338​

​　　（中央区北１条西２丁目　本庁舎５階南側）​



​個人情報の取扱いに関する特記事項​

​　（個人情報の保護に関する法令等の遵守）​

​第１条　受託者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号。​

​以下「個人情報保護法」という。）、個人情報保護委員会が定める「個人情報の​

​保護に関する法律についての事務対応ガイド（行政機関等向け）」（以下「事務​

​対応ガイド」という。）、「札幌市情報セキュリティポリシー」等に基づき、こ​

​の個人情報の取扱いに関する特記事項（以下「特記事項」という。）を遵守しな​

​ければならない。​

​　（管理体制の整備）​

​第２条　受託者は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情報を​

​いう。以下同じ。）の安全管理について、内部における管理体制を構築し、その​

​体制を維持しなければならない。​

​　（管理責任者及び従業者）​

​第３条　受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、書面​

​（当該書面に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により​

​委託者に報告しなければならない。​

​２　受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場合の手​

​続を定めなければならない。​

​３　受託者は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、​

​その承認を得なければならない。​

​４　受託者は、従業者を変更する場合は、事前に書面により委託者に報告しなけれ​

​ばならない。​

​５　保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しな​

​ければならない。​

​６　従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければ​

​ならない。​



​　（取扱区域の特定）​

​第４条　受託者は、個人情報を実際に取り扱って事務を実施する区域（以下「取扱​

​区域」という。）を定め、業務の着手前に書面により委託者に報告しなければな​

​らない。​

​２　受託者は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、そ​

​の承認を得なければならない。​

​３　受託者は、委託者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められ​

​た場所から持ち出してはならない。​

​　（教育の実施）​

​第５条　受託者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記​

​事項における従業者が遵守すべき事項その他本委託等業務の適切な履行に必要な​

​教育及び研修を、従業者全員に対して実施しなければならない。​

​２　受託者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施​

​体制を確立しなければならない。​

​　（守秘義務）​

​第６条　受託者は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第​

​三者に漏らしてはならない。​

​２　受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得​

​た個人情報を他に漏らさないようにしなければならない。​

​３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様​

​とする。​

​４　受託者は、本委託等業務に関わる保護管理者及び従業者に対して、秘密保持に​

​関する誓約書を提出させなければならない。​



​　（再委託）​

​第７条　受託者は、やむを得ない理由がある場合を除き、本委託等業務の一部を第​

​三者へ委託（以下「再委託」という。）してはならない。​

​２　受託者が再委託する場合には、あらかじめ委託者に申請し、委託者から書面に​

​より承諾を得なければならない。​

​３　受託者は、本委託等業務のうち、個人情報を取り扱う業務の再委託を申請する​

​場合には、委託者に対して次の事項を明確に記載した書面を提出しなければなら​

​ない。​

​　(1) 再委託先の名称​

​　(2) 再委託する理由​

​　(3) 再委託して処理する内容​

​　(4) 再委託先において取り扱う情報​

​　(5) 再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策​

​　(6) 再委託先に対する管理及び監督の方法​

​４　受託者は、前項の申請に係る書面を委託者に対して提出する場合には、再委託​

​先が委託者指定様式（本契約締結前に受託者が必要事項を記載して委託者に提出​

​した様式をいう。）に必要事項を記載した書類を添付するものとする。​

​５　委託者が第２項の規定による申請に承諾した場合には、受託者は、再委託先に​

​対して本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、委託者に対して再委託​

​先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。​

​６　委託者が第２項から第４項までの規定により、受託者に対して個人情報を取り​

​扱う業務の再委託を承諾した場合には、受託者は、再委託先との契約において、​

​再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法について具体的に規定しなければ​

​ならない。​

​７　前項に規定する場合において、受託者は、再委託先の履行状況を管理・監督す​

​るとともに、委託者の求めに応じて、その管理・監督の状況を適宜報告しなけれ​

​ばならない。​



​　（複写、複製の禁止）​

​第８条　受託者は、本委託等業務を処理するに当たって、委託者から提供された個​

​人情報が記録された資料等を、委託者の許諾を得ることなく複写し、又は複製し​

​てはならない。​

​　（派遣労働者等の利用時の措置）​

​第９条　受託者は、本委託等業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労​

​働者に行わせる場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守​

​させなければならない。​

​２　受託者は、委託者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果に​

​ついて責任を負うものとする。​

​　（個人情報の管理）​

​第１０条　受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を保持している間​

​は、事務対応ガイドに定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号​

​の定めるところにより、当該個人情報の管理を行わなければならない。​

​(1)​ ​個​​人​​情​​報​​を​​取​​り​​扱​​う​​事​​務、​​個​​人​​情​​報​​の​​範​​囲​​及​​び​​同​​事​​務​​に​​従​​事​​す​​る​​従​​業​​者​​を​​明​

​確化し、取扱規程等を策定すること。​

​(2)​ ​組​​織​​体​​制​​の​​整​​備、​​取​​扱​​規​​程​​等​​に​​基​​づ​​く​​運​​用、​​取​​扱​​状​​況​​を​​確​​認​​す​​る​​手​​段​​の​​整​

​備、情報漏えい等事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措​

​置の見直しを行うこと。​

​　(3) 従業者の監督・教育を行うこと。​

​(4)​ ​取​​扱​​区​​域​​の​​管​​理、​​機​​器​​及​​び​​電​​子​​媒​​体​​等​​の​​盗​​難​​等​​の​​防​​止、​​電​​子​​媒​​体​​等​​の​​取​​扱​​い​

​における漏えい等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃棄を​

​行うこと。​

​(5)​ ​ア​​ク​​セ​​ス​​制​​御、​​ア​​ク​​セ​​ス​​者​​の​​識​​別​​と​​認​​証、​​外​​部​​か​​ら​​の​​不​​正​​ア​​ク​​セ​​ス​​等​​の​​防​​止​

​及び情報漏えい等の防止を行うこと。​



​　（提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止）​

​第１１条　受託者は、本委託等業務において利用する個人情報について、本委託等​

​業務以外の目的で利用し、又は第三者へ提供してはならない。​

​　（受渡し）​

​第１２条　受託者は、委託者と受託者との間の個人情報の受渡しを行う場合には、​

​委託者が指定した手段、日時及び場所で行うものとする。この場合において、委​

​託者は、受託者に対して個人情報の預り証の提出を求め、又は委託者が指定する​

​方法による受渡し確認を行うものとする。​

​　（個人情報の返還、消去又は廃棄）​

​第１３条　受託者は、本委託等業務の終了時に、本委託等業務において利用する個​

​人情報について、委託者の指定した方法により、返還、消去又は廃棄しなければ​

​ならない。​

​２　受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合​

​は、事前に消去又は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の​

​方法及び処理予定日を書面により委託者に申請し、その承諾を得なければならな​

​い。​

​３　受託者は、個人情報の消去又は廃棄に際し委託者から立会いを求められた場合​

​は、これに応じなければならない。​

​４　受託者は、前３項の規定により個人情報を廃棄する場合には、当該個人情報が​

​記録された電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とす​

​るのに必要な措置を講じなければならない。​

​５　受託者は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、委託者に対してその日​

​時、担当者名及び消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しなければならな​

​い。​

​　（定期報告及び緊急時報告）​

​第１４条　受託者は、委託者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求めら​

​れた場合は、直ちに報告しなければならない。​



​２　受託者は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定め​

​なければならない。​

​　（監査及び調査）​

​第１５条　委託者は、本委託等業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規​

​定に基づき必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受託者​

​及び再委託者に対して、実地の監査又は調査を行うことができる。​

​２　委託者は、前項の目的を達するため、受託者に対して必要な情報を求め、又は​

​本委託等業務の処理に関して必要な指示をすることができる。​

​　（事故時の対応）​

​第１６条　受託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故（個人情報保​

​護法違反又はそのおそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故の発​

​生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに委託者に対して、当該事故に関わる個​

​人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、委託者​

​の指示に従わなければならない。​

​２　受託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者その他の​

​関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ​

​適切に実施するために、緊急時対応計画を定めなければならない。​

​３　委託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、​

​必要に応じて当該事故に関する情報を公表することができる。​

​　（契約解除）​

​第１７条　委託者は、受託者が特記事項に定める業務を履行しない場合は、特記事​

​項に関連する委託等業務の全部又は一部を解除することができる。​

​２　受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、​

​委託者に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。​



​　（損害賠償）​

​第１８条　受託者の責めに帰すべき事由により、特記事項に定める義務を履行しな​

​いことによって委託者に対する損害を発生させた場合は、受託者は、委託者に対​

​して、その損害を賠償しなければならない。​


